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数理的手法を用いた
意思決定支援サービスに関する研究
意思決定者の数理的知識による期待の相違について

上 田 雅 幸

１．は じ め に

数理モデルに基づく意思決定支援システム

をマーケティングや医療などの分野に利用す

ることの有効性を示す研究がいくつもあるに

もかかわらず，そうしたシステムの導入率は

低いままである。

意思決定者が抱える問題に対して，MS/

OR（Management Science/Operations
 

Research）では数理的な手法を適用する。

〝意思決定者が抱える問題に対して数理的手

法を利用して問題解決策の策定を支援するた

めの情報を提供する活動"（以下，MS/OR

の意思決定支援）は，サービスとみなすこと

ができる。サービス・サイエンス（Services
 

Science，Management and Engineeringの

略称）への関心が高まってきたことを機に，

サービスという新しい観点からMS/ORの

意思決定支援について研究することは有意義

なことであろう。

MS/ORの意思決定支援をもっと意思決定

者に活用してもらうにはどうすればよいのか。

本研究では，サービス品質の観点から，

MS/ORの意思決定支援を分析する。本研究

では，MS/ORの意思決定支援のサービス品

質評価において意思決定者が抱く〝期待"の

構造を探る。〝意思決定者が十分な数理的知

識を持つ場合"と〝そうでない場合"とでは，

MS/ORの意思決定支援に対する期待の構造

は異なることが予想される 。本研究は，ア

ンケート調査を実施することにより，MS/

ORの意思決定支援サービスへの期待の構造，

及び，意思決定者の数理的知識によるその相

違を明らかにすることを目的とする。

本論文は以下のように構成される。第２章

では，サービス品質の代表的な測定方法の１

つであるSERVQUALを中心に，サービス

品質評価に関わる先行研究について整理を行

う。第３章では，MS/ORの意思決定支援へ

の期待の構造，及び，意思決定者の数理的知

識によるその相違を探るために実施したアン

ケート調査について整理を行う。第４章は，

アンケート調査の回答に対して因子分析を

行った結果である。第５章は結論である。

２．サービス品質に関わる先行研究

サービスをモノ製品と差別化する特性とし

ては，〝無形性（intangibility）"，〝同時性

（simultaneity）"，〝異質性（heterogeneity）"

が一般的に指摘される（日高2005，高木

2006）。MS/ORの意思決定支援の場合，

①提供されるものが意思決定を支援するため

の情報である（無形性），

②意思決定者と意思決定支援者との間の対話

ないし情報交換が不可欠であることから，

意思決定者による意思決定支援の活用と意

思決定支援者による支援活動は同時的にな
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る（同時性），

③その価値は，意思決定支援者が提供する情

報だけで決定されるものではなく，その実

施を検討する意思決定者の状況にも依存し

て評価される（異質性），

という特性がある。

上記のサービスの特性上，モノ製品の場合

に比べて，サービス品質の評価は難しい。

サービス品質の代表的な測定方法の１つに，

Parasuraman et al.（1985）により提案され

た，SERVQUAL（SERVQUALとは，Ser-

viceとQualityを組合せた造語である）が

ある。SERVQUALでは，22×２の質問項

目（７点尺度）を用いて，５つの次元（１．

有形性，２．信頼性，３．応答性，４．確実

性，５．共感性）ごとに，サービス利用者が

事前にイメージしていたサービスへの〝期

待"と実際にサービスを受けた〝知覚"の

ギャップを測定して，サービス品質を求める

ことになる。これまでSERVQUALは，レ

ストランやホテルなど，様々な分野への適用

が試みられている。

SERVQUAL以外のサービス品質の評価

方法としては，SERVPERF（SERVPERF

とは，ServiceとPerformanceを組合せた

造語である）などがある（Cronic& Taylor
 

1992）。SERVPERFは，〝期待"は測定せず

に〝知覚"のみを測定する方法である。

Ladhari（2008）は，「期待を測定すること

の難しさはあるものの，サービス品質評価に

おいて期待を把握することのメリットは大き

く，多くの研究がサービス品質評価において

〝期待"を使い続けている」と指摘している。

潜在顧客の期待の構造を把握することができ

れば，その利用促進に向けた新たな視点を得

ることが期待できる。サービス品質評価にお

けるサービス受信者側の〝期待"の構造を探

ることは重要である，と著者は考える。

上田（2011）は，割当て問題を例にしたア

ンケート調査により，十分な数理的知識を持

たない意思決定者のMS/ORの意思決定支

援への期待の構造を明らかにした。当該アン

ケートは，回答者に数理モデルを直接見せる

ことにより，MS/ORの意思決定支援を説明

している。しかしながら，問題状況を説明す

るための問題が簡単だったため，回答者は数

理的手法を用いなくても比較的良い解決案を

導くことができた。すなわち，当該アンケー

トは，回答者にMS/ORの意思決定支援を

受けることのメリットを感じさせる仕組みと

しては不十分であったと思われる。

本研究では，SERVQUALを基にしたア

ンケート調査により，MS/ORの意思決定支

援への期待の構造（すなわち，MS/ORの意

思決定支援の利用促進のための方策を探るう

えで，注目すべき要因），及び，意思決定者

の数理的知識によるその相違を明らかにする。

その際，アンケート調査における質問項目の

精査，及び，問題状況の設定の見直しを行っ

ている。

３．アンケート調査の実施

3－1 対象者と手続き

本研究では，〝意思決定者がMS/ORの意

思決定支援に対して抱く期待の構造"を探る

ために，アンケート調査を実施した。調査対

象者は，Ｈ大学経営学部のＨ24年度「情報

処理 」の受講生（第５回講義出席者251

名），及び，Ｈ24年度「経営科学 」の受講

生（第15回講義出席者55名）である。

アンケートに先立ち，世界的なファース

ト・ファッション企業の１つであるZARA

における商品補充に関わる意思決定支援（伊

倉2011，Caro,F.et al.2010）を例に，数理

的手法を利用して意思決定を支援する情報

（IT技術の提案）を提供する活動，すなわち，

MS/ORの意思決定支援の説明を行った（付

録Ａ参照)。

アンケート用紙を回収した結果，〝全ての

経営論集（北海学園大学）第11巻第２号
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質問項目に回答していない"等の不備がある

もの，または，〝回答に一貫性のないもの"

が25件あった。残り281件のうち，115件

を〝意思決定者が十分な数理的知識を持つ場

合"として，166件を〝意思決定者が十分な

数理的知識を持たない場合"として分析する

ことにした 。

3－2 質問項目

アンケートの質問項目は，Parasuraman
 

et al.（1991）に用意された質問項目を基に

した。MS/ORの意思決定支援向けに言葉遣

いを修正したほかに，MS/ORの意思決定支

援に関わる先行研究から，MS/ORの意思決

定支援向けの質問項目（〝結果"の側面，〝コ

ミュニケーション"の側面，〝誘引性"の側

面）を独自に追加した 。

①〝結果"の側面

数理モデルに基づく意思決定支援システム

（以下，DSS）をマーケティング分野等に利

用することの有効性を示す研究がいくつもあ

るにもかかわらず，そうしたDSSの企業へ

の導入率は低いままである（Lilien et al.

2004）。こうした状況に対して，多くの先行

研究が，それだけでは不十分であるとしなが

らも，意思決定の結果が改善されることを前

提とした議論を行っている。このことから，

〝結果"に焦点を当てた質問項目を追加した。

②〝コミュニケーション"の側面

Little（2004）は，MS/ORモデルが経営

管理者に幅広く利用されない大きな原因の１

つとして，「経営管理者がMS/ORモデルを

理解しておらず，理解していないものを利用

したがらない傾向があること」を挙げている。

Kayande et al.（2009）は，「DSSにより提

供される情報の基になっているものを理解で

きない場合，利用者はその価値を認識できず，

利用に対して抵抗が働く」と指摘している。

このことは，「MS/ORの意思決定支援が

有効利用されるには，意思決定支援プロセス

全体を通じて，自分の問題が解かれているこ

とを意思決定者が確信できることが重要であ

ること」を示唆する。このことから，〝意思

決定者と意思決定支援者との間の問題共有"

（コミュニケーション）に焦点を当てた質問

項目を追加した。

③〝誘引性"の側面

Kayande et al.（2009）の実験によれば，

DSSが利用するモデルが意思決定者の問題

を正しく反映していることを意思決定者に確

信させることができたとしても，そのDSS

が積極的に利用されるわけではない。

Kayande et al.（2009）は，「DSSが積極的

に利用されるには，DSSを利用することを

動機付ける情報（〝意思決定がどの程度改善

されるか"等）と，意思決定者のメンタルモ

デルを正しく改訂する情報を併せて提供しな

ければならない」と指摘している。このこと

から，〝提供される意思決定支援の情報の利

用を誘引する仕組み"に焦点を当てた質問項

目を追加した。

本研究では，上記の側面に関する項目を含

めた，計32の質問項目（付録Ｂ参照）を用

いてアンケート調査を実施した。質問項目１

～22が，SERVQUALの質問項目をMS/

ORの意思決定支援向けに修正したものであ

る。質問項目23～32が，MS/ORの意思決

定支援向けに独自に追加した質問項目（〝結

果"，〝コミュニケーション"，〝誘引性"の側

面）である。

回答者の負担を軽減するために，逆転項目

は用いず，測定スケールも，SERVQUAL

の７点尺度ではなく，〝１．全く重視しな

い"，〝２．あまり重視しない"，〝３．どちら

ともいえない"，〝４．やや重視する"，〝５．

とても重視する"の５点尺度を用いた。また，

数理的手法を用いた意思決定支援サービスに関する研究(上田)
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同じ側面に関する質問項目が続くことで回答

が影響を受けることを防ぐ目的で，32の質

問項目はランダムに配列した。

質問項目に対する回答（すなわち，MS/

ORの意思決定支援への意思決定者の期待）

がどのような潜在因子から影響を受けている

かを探るために，32の質問項目へのアン

ケート結果に対して因子分析（主因子法，バ

リマックス回転）を行った。その際，意思決

定者の数理的知識による期待の相違を探るた

め，①意思決定者が十分な数理的知識を持つ

場合，②意思決定者が十分な数理的知識を持

たない場合，に分けて因子分析を行った。

因子数は，相関行列の固有値の中で１より

大きな固有値の数とした。質問項目の取捨選

択を行う基準には，〝共通性が0.3に満たな

い項目"と〝因子負荷量が0.4に満たない項

目"を設けた。上記の基準に該当する項目が

あった場合，その項目を削除し，因子分析を

繰り返した。

４．因子分析の結果

4－1 意思決定者が十分な数理的知識を持つ

場合

〝意思決定者が十分な数理的知識を持つ場

合"に上記の因子分析を繰り返した結果，最

終的に，21項目５因子が抽出された。（バリ

マックス回転後の）因子負荷量を表１に示す。

第１因子は，７項目（27，31，30，32，29，

26，24）であった。「〝解決案（IT技術の提

案）がどのように導かれたのか"を分かりや

すく説明」，「数理的手法を活用したIT技術

のメリットを分かりやすく説明」，「解決案

表1 MS/ORの意思決定支援に対する期待の構造：意思決定者が十分な数理的知識を持つ場合

第１因子：

誘引性

第２因子：

応答性･共感性

第３因子：

確実性

第４因子：

有形性

第５因子：

時間
共通性

項目27 0.75 0.09 0.05 0.10 0.08 0.58

項目31 0.74 0.17 0.15 0.18 －0.01 0.64

項目30 0.72 0.18 0.24 0.03 0.04 0.62

項目32 0.62 0.12 －0.01 0.15 －0.02 0.42

項目29 0.58 0.08 0.23 －0.10 0.14 0.42

項目26 0.52 0.21 0.23 0.14 0.09 0.40

項目24 0.49 0.24 0.02 －0.20 0.26 0.41

項目13 0.13 0.71 0.01 －0.02 0.09 0.53

項目21 0.19 0.65 0.01 －0.01 0.03 0.46

項目20 0.23 0.64 0.21 0.07 0.03 0.52

項目12 0.03 0.64 0.03 0.00 0.14 0.43

項目18 0.11 0.59 0.43 0.13 0.02 0.56

項目22 0.14 0.55 0.02 －0.07 0.08 0.33

項目15 0.17 －0.03 0.84 0.22 0.01 0.79

項目14 0.29 0.20 0.63 0.07 0.06 0.53

項目６ 0.27 0.44 0.45 0.00 0.03 0.47

項目４ 0.12 －0.05 －0.03 0.72 0.05 0.54

項目２ －0.03 0.02 0.13 0.66 0.06 0.45

項目16 0.20 0.03 0.21 0.64 0.23 0.54

項目11 0.13 0.08 0.02 0.13 0.82 0.72

項目８ 0.08 0.28 0.05 0.22 0.50 0.39

寄与量 3.26 2.92 1.79 1.64 1.12 10.73

寄与率（％) 15.53 13.90 8.55 7.83 5.35 51.16

― ―4

経営論集（北海学園大学）第11巻第２号



（IT技術の利用）により状況が改善されるで

あろうことをイメージさせる」などの項目で

因子負荷量が高く，意思決定支援者により提

供される問題解決案の利用を誘引する内容か

ら，【誘引性】に関する因子とした。

第２因子は，６項目（13，21，20，12，18，

22）であった。「あなたの要望に迅速に対

応」，「あなたの要望をくみ取れる」，「いつで

も進んであなたに力を貸す」など，SERV-

QUALの「応答性」と「共感性」に対応す

る項目で因子負荷量が高いことから，【応答

性・共感性】に関する因子とした。

第３因子は，３項目（15，14，6）であっ

た。「担当者と安心して接することができ

る」，「担当者の行動があなたに信頼感を与え

る」など，SERVQUALの「確実性」に対

応する項目で因子負荷量が高いことから，

【確実性】に関する因子とした。

第４因子は，３項目（4，2，16）であった。

「パンフレットやホームページの見栄え」，

「施設の外観」の項目で因子負荷量が高く，

【有形性】に関する因子とした。第５因子は，

２項目（11，8）であった。「迅速なサービ

ス」，「時間通りのサービス」の項目で因子負

荷量が高く，【時間】に関する因子とした。

第１因子の寄与率は15.53％，第２因子の

寄与率は13.90％，第３因子の寄与率は

8.55％，第４因子の寄与率は7.83％，第５

因子の寄与率は5.35％で，累積寄与率は

51.16％であった。

第１因子である【誘引性】因子からは，

〝MS/ORの意思決定支援において，意思決

定者は単に問題解決案が提供されれば良いと

思っているわけではないこと"がうかがえる。

提供された問題解決案を正しく理解し，評価

するためのもの，言い換えると，その利用を

誘引するものも同時に求めていることがわか

る。この結果は，Kayande et al.（2009）の

主張を支持するものといえる。

【誘引性】は，SERVQUALなど，サービ

ス品質の測定を試みたこれまでの先行研究で

は確認されていない因子である。MS/ORの

意思決定支援特有の因子を抽出することがで

きたと思われる。

【誘引性】因子以外では，SERVQUALを

様々なサービスへ適用してきた先行研究と同

様，原型のSERVQUALに近い因子（【応答

性・共感性】，【確実性】，【有形性】）が抽出

された。

4－2 意思決定者が十分な数理的知識を持た

ない場合

〝意思決定者が十分な数理的知識を持たな

い場合"に前述の因子分析を繰り返した結果，

最終的に，23項目６因子が抽出された。（バ

リマックス回転後の）因子負荷量を表２に示

す。

第１因子は，７項目（30，27，32，31，29，

28，26）であった。「〝数理的手法を活用した

IT技術が適用可能であること"を分かりや

すく説明」，「〝解決案（IT技術の提案）がど

のように導かれたのか"を分かりやすく説

明」などの項目で因子負荷量が高く，意思決

定支援者により提供される問題解決案の利用

を誘引する内容から，【誘引性】に関する因

子とした。

第２因子は，５項目（3，2，16，19，4）

であった。「担当者の身なり」，「施設の外

観」，「パンフレットやホームページの見栄

え」などの項目で因子負荷量が高く，【有形

性】に関する因子とした。

第３因子は，３項目（24，23，20）であっ

た。「要求を持たした現実的な解決案（IT技

術）の提案」，「役立つ解決案（IT技術）の

提案」などの項目で因子負荷量が高く，意思

決定支援者より提供される問題解決案自体を

重視する内容から，【結果】に関する因子と

した。

第４因子は，３項目（13，21，12）であっ
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た。「あなたの要望に迅速に対応」，「いつで

も進んであなたに力を貸す」など，SERV-

QUALの「応答性」に対応する項目で因子

負荷量が高いことから，【応答性】に関する

因子とした。第５因子は，３項目（15，14，

18）であった。「担当者と安心して接するこ

とができる」，「担当者の行動があなたに信頼

感を与える」など，SERVQUALの「確実

性」に対応する項目で因子負荷量が高いこと

から，【確実性】に関する因子とした。第６

因子は，２項目（8，5）であった。「時間通

りのサービス」，「いつまでに何かをすると約

束したら，それを守る」の項目で因子負荷量

が高く，【時間】に関する因子とした。

第１因子の寄与率は14.16％，第２因子の

寄与率は13.77％，第３因子の寄与率は

7.81％，第４因子の寄与率は7.00％，第５

因子の寄与率は6.32％，第６因子の寄与率

は5.31％で，累積寄与率は54.37％であった。

第１因子である【誘引性】因子からは，

〝MS/ORの意思決定支援において，意思決

定者は単に問題解決案が提供されれば良いと

思っているわけではないこと"がうかがえる。

すなわち，前述の〝意思決定者が十分な数理

的知識を持つ場合"と同様，その利用を誘引

するものも同時に求めていることがわかる。

【有形性】因子が第２因子として抽出され

たことは，〝十分な数理的知識を持たない意

思決定者が，提供される問題解決案以外に，

目に見える側面を重要視していること"を示

唆している。

表2 MS/ORの意思決定支援に対する期待の構造：意思決定者が十分な数理的知識を持たない場合

第１因子：

誘引性

第２因子：

有形性

第３因子：

結果

第４因子：

応答性

第５因子：

確実性

第６因子：

時間
共通性

項目30 0.75 －0.02 0.17 0.07 －0.02 0.01 0.60

項目27 0.73 0.05 0.14 －0.01 0.11 0.20 0.61

項目32 0.72 0.10 0.01 0.18 0.09 0.02 0.57

項目31 0.71 0.09 0.10 0.00 0.01 －0.04 0.53

項目29 0.53 0.03 0.18 0.23 0.13 0.03 0.39

項目28 0.48 －0.04 0.20 －0.15 0.10 0.12 0.32

項目26 0.46 0.15 0.32 0.27 0.08 0.10 0.42

項目３ －0.00 0.77 －0.04 －0.01 0.17 0.09 0.63

項目２ －0.01 0.75 －0.05 0.28 0.12 －0.11 0.66

項目16 0.05 0.73 0.14 －0.01 0.20 0.26 0.66

項目19 0.07 0.72 0.20 0.17 0.06 0.02 0.59

項目４ 0.14 0.71 －0.07 0.23 0.09 0.189 0.63

項目24 0.29 0.02 0.71 0.09 0.04 0.01 0.60

項目23 0.27 －0.01 0.64 0.15 －0.00 0.03 0.51

項目20 0.17 0.10 0.56 0.23 0.24 0.09 0.47

項目13 0.23 0.22 0.12 0.65 0.08 0.23 0.60

項目21 －0.03 0.15 0.36 0.56 0.11 0.12 0.49

項目12 0.21 0.31 0.23 0.43 0.11 0.00 0.39

項目15 0.11 0.27 0.02 0.14 0.70 0.11 0.62

項目14 0.27 0.20 0.18 0.04 0.68 0.26 0.68

項目18 －0.03 0.31 0.18 0.42 0.46 0.06 0.53

項目８ 0.10 0.08 0.06 0.23 0.05 0.73 0.61

項目５ 0.08 0.14 0.03 0.01 0.19 0.58 0.40

寄与量 3.26 3.17 1.80 1.61 1.45 1.22 11.29
寄与率（％) 14.16 13.77 7.81 7.00 6.32 5.31 54.37
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【結果】因子が抽出されたことは，MS/

ORの意思決定支援の利用を促進するうえで，

〝結果"の側面にも注意を払わなければなら

ないことを示唆している。このことは，〝質

問項目がプロセス志向である"とSERV-

QUALに批判的な立場の先行研究の主張を

支持するものとなった 。

上記以外の因子では，SERVQUALのこ

れまでの適用事例と同様，原型のSERV-

QUALに近い因子（【応答性】，【確実性】）

が抽出された。

4－3 期待の構造の相違点

〝意思決定者が十分な数理的知識を持つ状

況"と〝そうでない状況"，それぞれにおい

て抽出された因子は類似しているが，その構

造には違いがみられた。どちらの状況におい

ても，【誘引性】が第１因子となった。この

ことは，意思決定者の数理的知識によらず，

〝意思決定者が提供される問題解決案の利用

を誘引するもの"を提供する仕組みの重要性

を示唆している。この結果は，Kayande et
 

al.（2009）の主張を支持するものといえる。

意思決定者が十分な数理的知識を持たない

状況において，意思決定者が十分な数理的知

識を持つ場合においては第４因子であった

【有形性】が，第２因子となった。MS/OR

の意思決定支援は，十分な数理的知識を持た

ない意思決定者にとってその評価が難しい

サービスである。分析結果は，〝数理モデル

に不慣れな意思決定者が，数理的手法を用い

て提供される意思決定支援の評価において，

目に見える側面・比較的評価のしやすい側面

を重要視する傾向があること"を示唆してい

る。

【結果】（提供される問題解決案に関する因

子）は，意思決定者が十分な数理的知識を持

たない状況においてのみ抽出された。

Powpaka（1996）は，サービス品質評価に

おける〝結果"の側面の重要性について，

「探索属性や経験属性を多く持つサービスに

おいては重要であるが，信用属性を多く持つ

サービスにおいては重要ではない」，と指摘

している 。MS/ORの意思決定支援は，十

分な数理的知識を持たない意思決定者にとっ

てはその評価が難しい信用属性を多く持つ

サービスである。意思決定者が十分な数理的

知識を持たない場合において〝結果"の側面

が抽出されたことは，Powpaka（1996）の

主張とは異なるものとなった。

また，SERVQUALのこれまでの適用事

例と同様，原型のSERVQUALに近い因子

が抽出されたことは，〝MS/ORの意思決定

支援が，（前述の〝無形性"，〝同時性"，〝異

質性"を含め，）他のサービスと多くの特性

を共有すること"を示唆している。

本研究で抽出されたMS/ORの意思決定

支援への期待の構造，及び，意思決定者の数

理的知識によるその相違は，MS/ORの意思

決定支援の利用を促進するための方策を探る

うえで，重要な指標となることが期待される。

５．結 論

MS/ORの意思決定支援をもっと意思決定

者に活用してもらうにはどうすればよいのか。

本研究では，MS/ORの意思決定支援への

〝期待"の構造，及び，意思決定者の数理的

知識（〝意思決定者が十分な数理的知識を持

つ場合"と〝そうでない場合"）によるその

相違を明らかにすることを目的に，アンケー

ト調査を実施した。

アンケート調査は，SERVQUALにMS/

ORの意思決定支援向けサービス独自の質問

項目（結果，コミュニケーション，誘引性の

側面）を追加した，計32の質問項目を用い

て実施した。32の質問項目へのアンケート

結果に対して因子分析（主因子法，バリマッ

クス回転）を行った結果，MS/ORの意思決

定支援への期待に対して潜在的に影響を与え
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ていると考えられる因子を抽出することがで

きた。

意思決定者が十分な数理的知識を持つ場合

においては，21項目５因子（【誘引性】，【応

答性・共感性】，【確実性】，【有形性】，【時

間】）が抽出された。意思決定者が十分な数

理的知識を持たない場合においては，20項

目６因子（【誘引性】，【有形性】，【結果】，

【応答性】，【確実性】，【時間】）が抽出された。

意思決定支援者により提供される問題解決案

の利用を誘引する因子（【誘引性】）のような

MS/ORの意思決定支援特有の因子や【結

果】因子の他に，原型のSERVQUALに近

い因子も抽出された。

【誘引性】因子からは，〝MS/ORの意思決

定支援において，意思決定者は単に問題解決

案が提供されれば良いと思っているわけでは

ないこと"がうかがえる。提供された問題解

決案を正しく理解し，評価するためのもの，

言い換えると，その利用を誘引するものも同

時に求めていることがわかる。

【有形性】因子が抽出されたことは，〝十分

な数理的知識を持たない意思決定者が，提供

される問題解決案以外に，目に見える・比較

的評価しやすい側面を重要視する傾向がある

こと"を示唆している。【結果】因子が抽出

されたことは，MS/ORの意思決定支援の利

用を促進するうえで，〝結果"の側面にも注

意を払わなければならないことを示唆してい

る。

〝意思決定者が十分な数理的知識を持つ場

合"と〝そうでない場合"，それぞれにおい

て抽出された因子は類似しているが，その構

造には違いがみられた。どちらの状況におい

ても，【誘引性】が第１因子となった。この

ことは，意思決定者の数理的知識によらず，

〝意思決定者が提供される問題解決案の利用

を誘引するもの"を提供する仕組みの重要性

を示唆している。意思決定者が十分な数理的

知識を持たない状況において，意思決定者が

十分な数理的知識を持つ場合においては第４

因子であった【有形性】が，第２因子となっ

た。このことは，〝数理モデルに不慣れな意

思決定者が，数理的手法を用いて提供される

意思決定支援の評価において，目に見える側

面・比較的評価のしやすい側面を重要視する

傾向があること"を示唆している。【結果】

は，意思決定者が十分な数理的知識を持たな

い場合においてのみ抽出された。

本研究で抽出されたMS/ORの意思決定

支援への期待の構造，及び，意思決定者の数

理的知識によるその相違は，MS/ORの意思

決定支援の利用を促進するための方策を探る

うえで，重要な指標となることが期待される。

注

1)Levasseur（2007）は，MS/ORの利点を潜在

顧客に対してもっと効果的に宣伝していくために

はどうすればよいのかを検討している。Levas-

seur（2007）は，「潜在顧客の多くがMS/ORに

関して高いレベルの知識を持っている状況とそう

でない状況とでは，売り込むためのアプローチも

異なるはずである」と指摘している。

2)本研究では，アンケートに際して回答者に特定

の数理モデルを見せることはしていない。〝簡単

すぎる数理モデルを見せてしまうと，意思決定支

援を受けることのメリットを感じられない"等，

提示する数理モデルの難易度の調整が難しいため

である。本研究では，経営学部の学生である回答

者が興味を持てる（と思われる）MS/ORの意思

決定支援の適用事例を紹介することにより，回答

者がそのイメージを持てるように工夫した。

3)本研究では，〝意思決定者が十分な数理的知識

を持つか"の判定において，特定の数理モデルを

想定していない。本研究では，Ｈ24年度「経営

科学 」受講生（回答に不備のあった４件を除く

51件），及び，Ｈ24年度「情報処理 」受講生

のなかで定期試験において数理的知識を必要とす

る問題の正解者（回答に不備のあったものを除い

た64件）を，〝十分な数理的知識を持つ意思決定

者"として扱うことにした。

4)SERVQUALはこれまで様々な分野への適用

が試みられているが，SERVQUALをそのまま

適用できるとするものはほとんどない。質問項目
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の修正，追加や削除など，多かれ少なかれ修正の

必要性が指摘されている。

5)SERVQUALに批判的な立場の先行研究つい

ては，Buttle,M.（1996）やRichard,M.D.&

Allaway,A.W.（1993）等を参照されたし。

6)探索属性とは，〝モノ／サービスの購入前に，

容易に評価できる属性"を指す。経験属性とは，

〝モノ／サービス購入後に，評価できる属性"を

指す。（後述する）信用属性とは，〝モノ／サービ

ス購入後でさえも，専門的知識を持たない者には

評価できない属性"を指す。
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